
成年後見制度に関するニーズ調査結果について 

 

１ 調査の目的 

  日頃から権利擁護や成年後見制度に関して、市民からの相談受付及び支援を行っている関係機

関に対し、相談状況や成年後見制度の利用に関わる要望などについて調査し、本市における成年

後見制度の利用の促進を目的とした中核機関の設置に向けて必要な機能・役割についての検討材

料とするためニーズ調査を行った。 

 

２ 調査の方法 

⑴ 調査対象地域： 広島市全域（金融機関は中区の各支店を対象に実施） 

⑵ 調査対象 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ 調査方法 

郵送の上、返信用封筒により回収 

 

⑷ 調査内容 

①成年後見制度の認知度、②成年後見人の業務の認知度、③成年後見制度のニーズ、 

④成年後見制度の相談窓口の認知度、⑤相談対応の状況 

 

⑸ 調査期間 

  令和元年１１月１５日～令和元年１２月１６日 

 

⑹ 調査結果 

  資料２－１～２－１１、資料３のとおり。 

調査対象 
発送数 

（件） 

回答数 

（件） 

回収率 

（％） 

地域包括支援センター ４１ ４０ ９７．６％ 

障害者基幹相談支援センター ８ ５ ６２．５％ 

障害者相談支援事業所 ９ ６ ６６．７％ 

居宅介護支援事業所 ３４５ ２５１ ７２．８％ 

障害者指定特定相談支援事業所 ８４ ３７ ４４．０％ 

介護老人福祉施設 ６６ ４１ ６２．１％ 

介護老人保健施設 ３２ ２１ ６５．６％ 

介護療養型医療施設 １３ ７ ５３．８％ 

認知症共同型生活介護 １５３ ８７ ５６．９％ 

介護医療院 ３ １ ３３．３％ 

障害者共同生活援助施設 ６８ ２６ ３８．２％ 

障害者施設入所支援施設 ２３ ６ ２６．１％ 

精神病床を有する病院 １３ １０ ７６．９％ 

金融機関 ６２ ５０ ８０．６％ 

合計 ９２０ ５８８ ６３．９％ 

資料１ 


